
�愛媛県告示第１３３７号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９条の５第１項の規

定により、八幡浜市長から公有水面の埋立てにより新たに生

じた次の土地は、八幡浜市の地域であることを確認した旨の

届出があった。

平成１４年７月２３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第１３３８号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条第１項の規定

により、八幡浜市長から次のとおり字の区域を変更する旨の

届出があった。

平成１４年７月２３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第１３３９号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条第１項の規定

により、宇和島市長から次のとおり字を廃止する旨の届出が

あった。

平成１４年７月２３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

大字平浦、大字小池、大字小浜及び大字坂下津の区域内の

小字を全部廃止する。

�������
�愛媛県告示第１３４０号
次のように瀬戸内海環境保全特別措置法（昭和４８年法律第

１１０号。以下「法」という。）第５条第１項の規定に基づく

特定施設の設置の許可の申請があった。

なお、法第５条第３項に規定する書面は、愛媛県庁及び川

之江市役所において告示の日から３週間公衆の縦覧に供する

。

平成１４年７月２３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 申請者の名称、住所及びその代表者の氏名

丸石製紙株式会社

川之江市上分町４５７

代表取締役 石村 直

２ 事業場の名称及び所在地

丸石製紙株式会社

川之江市上分町４５７

３ 特定施設に関する事項
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発 行 愛 媛 県

印 刷 岡田印刷株式会社

� 目 次 �
告 示

○ 新たに生じた土地の確認（八幡浜市）……………………………８６５

○ 字の区域の変更（ 〃 ）………………………………………８６５

○ 字の廃止（宇和島市）………………………………………………８６５

○ 瀬戸内海環境保全特別措置法第５条による特定施設の設置の

許可申請の概要………………………………………………………８６５

○ 大規模小売店舗を設置している者の変更の届出の概要等………８６７

○ 家畜人工授精師の免許証の書換交付………………………………８６８

○ 愛媛県建設工事共同企業体事務取扱要綱の一部改正……………８６８

○ 道路の区域変更（一般国道３１９号）………………………………８６８

○ 道路の供用開始（ 〃 ）………………………………８６８

○ 道路の供用開始（県道広田双海線）………………………………８６８

○ 道路の区域変更（県道大茅辰ノ口線）……………………………８６９

○ 道路の供用開始（ 〃 ）……………………………８６９

○ 道路の区域変更（一般国道３２０号）………………………………８６９

○ 道路の供用開始（ 〃 ）………………………………８６９

公 告

○ 国道１９７号八西トンネル建設工事…………………………………８７０

教育委員会規則

○ 技能労務職員の休日、休暇並びに勤務時間等に関する規則の

一部を改正する規則…………………………………………………８７２

選挙管理委員会告示

○ 不在者投票のできる施設の指定……………………………………８７３

この県報に掲載される入札告示、落札者等の告示
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告 示

新たに生じた土地の所在 面 積
（平方メートル）

八幡浜市大字栗野浦乙２１の５、乙２１の７、乙２１の
８及び乙２２の５の地先 １５，１８７．１３

字の名称
左記の区域に編入する新たに生じた土地

区 域 面 積
（平方メートル）

大字栗野
浦

八幡浜市大字栗野浦乙２１の５、乙２１の７
、乙２１の８及び乙２２の５の地先公有水面
埋立地

１５，１８７．１３

特 定 施 設 の 種 類
水質汚濁防止法施行令（昭和４６年政令
第１８８号。）別表第１第２３号 ヘパル
プ洗浄施設

特 定 施 設 の 能 力 １日当たり６．５トン処理

工事の着手予定年月日 許可後直ちに

工事の完成予定年月日 着手後１ヶ月

使用開始の予定年月日 完成後直ちに

特定施設の使用時間間隔 連 続

毎週（火・金）曜日発行 第１３７５号 平成１４年７月２３日

平成１４年７月２３日火曜日 第１３７５号

愛 媛 県 報

８６５



� 洗浄施設（３－２）

４ 汚水等の処理施設に関する事項

５ 事業場から排出される汚水等の汚染状態の通常の値及び

最大の値並びに汚水等の１日当たりの量


 �１排水口

特定施設の１日当たりの使
用時間 ２４時間

特定施設の使用の季節的変
動の概要 無 し

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ６．５～７．５

最大 ６．０～８．０

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ２５０

最大 ３８０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ４７０

最大 ６５０

全窒素（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １５

最大 ３０

全りん（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム
）

通常 ２

最大 ３

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ２８０

最大 ３５０

特 定 施 設 の 種 類
水質汚濁防止法施行令（昭和４６年政令
第１８８号。）別表第１第２３号 ヘパル
プ洗浄施設

特 定 施 設 の 能 力 １日当たり６．５トン処理

工事の着手予定年月日 許可後直ちに

工事の完成予定年月日 着手後１ヶ月

使用開始の予定年月日 完成後直ちに

特定施設の使用時間間隔 連 続

特定施設の１日当たりの使
用時間 ２４時間

特定施設の使用の季節的変
動の概要 無 し

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ６．５～７．５

最大 ６．０～８．０

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １６０

最大 ３１０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ５３０

最大 ７４０

全窒素（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １５

最大 ３０

全りん（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム
）

通常 ２

最大 ３

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ２７０

最大 ３４０

設 置 年 月 日 昭和４８年１月１０日

処 理 施 設 の 種 類 凝集沈殿方式

処 理 施 設 の 型 式 酸化、中和、凝集沈殿

処 理 施 設 の 構 造 コンクリート製

処 理 施 設 の 主 要 寸 法 縦 ８メートル 横 ８メートル
高さ ５メートル

処 理 施 設 の 能 力 １日当たり３，０００トン

汚 水 等 の 処 理 の 方 式 凝集沈殿方式

処理施設の使用時間間隔 連 続

処理施設の１日当たりの使
用時間 ２４時間

処理施設の使用の季節的変
動の概要 無 し

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

汚染状態の

値

項 目 処 理 前 処 理 後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ７．５～８．５

最大 ７．０～９．０

通常 ６．５～７．５

最大 ５．８～８．６

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １６２

最大 ２３０

通常 ６７．０

最大 ８０．４

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ４５５

最大 ７００

通常 ６２．５

最大 ７２．９

全窒素（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １５

最大 ３０

通常 １０．０

最大 １５．０

全りん（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム
）

通常 ２

最大 ３

通常 １

最大 ２

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ２，０００

最大 ２，４１０

通常 ２，０００

最大 ２，４１０

汚水等の汚

染状態の値

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ６．５～７．５

最大 ５．８～８．６

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ６７．０

最大 ８０．４

愛 媛 県 報平成１４年７月２３日 第１３７５号

８６６



� �７排水口

� �８排水口

�愛媛県告示第１３４１号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）附則第５条第４項の規定により法第６条第２項の規定

による届出とみなされる法附則第５条第１項の規定による変更に係る事項の届出があったので、法第６条第３項において準用

する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出及び法第６条第３項において準用する法第５条第２項の添付書類は、愛媛県経済労働部商工流通課及び西条地方局

産業経済部商工労政課並びに川之江市役所において告示の日から４月間縦覧に供する。

平成１４年７月２３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 変更の届出の概要

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有

する者は、告示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部商工流通課及び西条地方局産業経済部商工

労政課並びに川之江市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。


 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部商工流通課

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ６２．８

最大 ７２．９

全窒素（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １０．０

最大 １５．０

全りん（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム
）

通常 １．０

最大 ２．０

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 １，８５０

最大 ２，１６０

汚水等の汚

染状態の値

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ５．８～８．６

最大 ５．８～８．６

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ７７．０

最大 １１７．０

全窒素（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １０．０

最大 ６０．０

全りん（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム
）

通常 １．０

最大 ８．０

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 １

最大 ２

備考 この他に、雨水排水口が１４箇所ある。

汚水等の汚

染状態の値

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ５．８～８．６

最大 ５．８～８．６

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ７７．０

最大 １１７．０

全窒素（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １０．０

最大 ６０．０

全りん（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム
）

通常 １．０

最大 ８．０

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ５

最大 １０

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更しようとする事項 変 更 前 変 更 後 変更する

年 月 日
届 出
年 月 日

フジグラン川之江 川之江市妻鳥町１１３６
番地１

大規模小売店舗において小
売業を行う者の閉店時刻 午後９時 午後１０時 平成１４年

７月１日
平成１４年
６月２８日

来客が駐車場を利用するこ
とができる時間帯

午前９時２０分から
午後９時４５分まで

午前９時２０分から
午後１０時３０分まで

��������������

愛 媛 県 報平成１４年７月２３日 第１３７５号

８６７
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�愛媛県告示第１３４３号
愛媛県建設工事共同企業体事務取扱要綱（平成６年１１月愛

媛県告示第１２７５号）の一部を次のように改正し、公布の日か

ら施行する。

平成１４年７月２３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

第７条第１号に次のただし書を加える。

ただし、代表者以外の構成員については、相当の施工実

績を有し、確実かつ円滑な共同施工が確保できると認めら

れる場合にあっては、この限りでない。

�愛媛県告示第１３４２号
家畜改良増殖法（昭和２５年法律第２０９号）第１８条及び第３２条の規定により、家畜人工授精師の免許証を次のとおり書換交付

した。

平成１４年７月２３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１３４４号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、西条地方局伊予三島土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１４年７月２３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１３４５号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、西条地方局伊予三島土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１４年７月２３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１３４６号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

免 許
番 号

書換交付
年 月 日

家 畜
の

種 類
免 許
資 格 本 籍 地 現 住 所 氏 名

生 年 月 日

第１７３３号 平成１４年７月２３日 牛
家畜人工授精
及び家畜体内
受精卵移植の
業務

京 都 府 今治市南鳥生町四丁目２番６０号 武 野 和 行
昭和５２年６月２日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

一 般 国 道 ３１９号

伊予三島市中之庄町字内之尾乙２１番６地先から
同町字大谷乙２９番３地先まで
及 び

伊予三島市中之庄町字内之尾乙２１番１地先から
同町字大谷乙２９番３地先まで

旧 ９．０～３４．０ ０．２２９

新 ９．０～３４．０
１７．５～３６．６

０．２２９
０．１７６

〃 〃 伊予三島市中之庄町字大谷乙２９番３地先
旧 ２８．０～３１．３ ０．０３１

新 ３８．５～４６．５ ０．０２８

〃 〃
伊予三島市中之庄町字大谷乙２９番３地先から

同町字土山乙９５番３地先まで

旧 ４．８～３２．０ ０．３１０

新 ４．８～３２．０
１２．５～４３．０

０．３１０
０．２１２

〃 〃
伊予三島市中之庄町字土山乙９５番３地先から

同字乙９４番３地先まで

旧 ６．０～２２．４ ０．１３８

新 ７．８～３７．０ ０．１２８

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

一 般 国 道 ３１９号
伊予三島市中之庄町字大谷乙２９番３地先から

同町字土山乙９４番３地先まで
平成１４年７月２３日
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その関係図面は、松山地方局伊予土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１４年７月２３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１３４７号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、八幡浜地方局宇和土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１４年７月２３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１３４８号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、八幡浜地方局宇和土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１４年７月２３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１３４９号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、宇和島地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１４年７月２３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１３５０号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、宇和島地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１４年７月２３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 広田双海線
伊予郡中山町大字佐礼谷丙９６４番２から

同大字２号４９番７まで
平成１４年７月２３日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 大茅辰ノ口線
東宇和郡城川町大字野井川１２４４番２から

同大字１１８３番２まで

旧 ４．０～１０．０ ０．０７０

新 ７．８～３３．０ ０．０７０

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 大茅辰ノ口線
東宇和郡城川町大字野井川１２４４番２から

同大字１１８３番２まで
平成１４年７月２３日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

一 般 国 道 ３２０号
宇和島市柿原字拝鷹乙３番２から

同市柿原字ハイタカ乙３番８地先まで

旧 ６．０～７．１ ０．０１６

新 ８．２～１１．７ ０．０１６
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公 告

�公 告

次のとおり一般競争入札に付する。

平成１４年７月２３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 入札に付する事項


 工事名

国道１９７号八西トンネル建設工事

� 工事場所

愛媛県八幡浜市大字向灘から西宇和郡保内町喜木まで

� 工事概要

ア 工事延長 １，９７６メートル

イ アのうちトンネル部分

� 工事延長 １，８６５メートル

� 内空断面積 ７１．４平方メートル

� 工法 ＮＡＴＭ工法

ウ 使用する主要な資機材

� コンクリート 約２９，７００立方メートル

� 鉄筋 約１８０トン

� ロックボルト 約１９，７００本

� 鋼製支保工 約５４０基

� 工期

請負契約の成立の日の翌日から平成１８年３月１０日まで

� 予定価格

４，２６８，２５０，０００円（消費税及び地方消費税を含む。）

� 調査基準価格

３，４９７，２６９，０９２円（消費税及び地方消費税を含む。）

� その他

ア この公告の工事は、建設工事に係る資材の再資源化

等に関する法律（平成１２年法律第１０４号）に基づき、

分別解体等及び特定建設資材廃棄物の再資源化の実施

が義務付けられた工事である。

イ この公告の工事は、契約締結後に施工方法等の提案

を受け付ける契約後ＶＥ方式の工事である。

２ 入札に参加する者に必要な資格等


 入札参加資格を有する者

愛媛県建設工事共同企業体事務取扱要綱（平成６年１１

月愛媛県告示第１２７５号）第２条第２項に規定する特定建

設工事共同企業体（以下「共同企業体」という。）とし

て、次に掲げる要件をすべて満たすことについて知事の

確認を受けたものであること。

ア 構成員の数が３者であり、任意かつ自主的に結成さ

れたものであること。

イ 代表者である構成員が次に掲げる要件をすべて満た

す者であること。

� 知事の審査を受け、工事種別「土木一式工事」に

ついて平成１４年度の特定調達契約（愛媛県の物品等

又は特定役務の調達手続の特例を定める規則（平成

７年愛媛県規則第６９号）第１条に規定する特定調達

契約をいう。）に係る競争入札等に参加する資格を

有すると認められた者であること。

� 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７

条の４の規定に該当しない者であること。

� 土木工事業について、特定建設業の許可（建設業

法（昭和２４年法律第１００号。以下「法」という。）

第３条第１項第２号に掲げる者に係る同項の許可を

いう。）を受けている者であること。

� この公告の工事に係る他の共同企業体の構成員で

ない者であること。

� 会社更生法（昭和２７年法律第１７２号）の規定によ

る更生手続開始の申立て及び民事再生法（平成１１年

法律第２２５号）の規定による再生手続開始の申立て

がなされていないこと（会社更生法の規定による更

生計画認可又は民事再生法の規定による再生計画認

可の決定を受けている者を除く。）。

� 特定建設工事共同企業体競争入札参加資格審査申

請書（以下「申請書」という。）の提出期限の日か

ら開札の日までの期間に、愛媛県建設工事指名停止

措置要綱（昭和６３年８月１日制定）に基づいて知事

が行う指名停止の期間中にない者であること。

	 法第２７条の２３第１項の規定による経営事項審査（

その審査基準日が入札参加資格の確認を申請する日

前１年７月以内であるもののうち、直近のものに限

る。以下「直近の経営事項審査」という。）の結果

通知書の総合評点が、土木工事業において１，２００点

以上の者であること。


 過去１０年間に、内空断面積５０平方メートル以上で

延長１，３００メートル以上のＮＡＴＭ工法によるトン

ネル工事の元請（共同企業体の構成員である場合に

あっては、代表者に限る。）としての施工実績（工

事が完成したものに限る。以下同じ。）を有する者

であること。

� 次の要件をすべて満たす監理技術者を専任で配置

することができる者であること。

ａ 一級土木施工管理技士の資格を有し、かつ、監

理技術者資格者証（土木工事業に係るものに限る

。）の交付を受けていること。

ｂ 
に規定する工事の施工経験があること。
� 構成員のうち、出資比率が最大で、かつ、直近の

経営事項審査の結果通知書の総合評点が土木工事業

において最高の者であること。

ウ 代表者以外の構成員が次に掲げる要件をすべて満た

す者であること。

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

一 般 国 道 ３２０号
宇和島市柿原字拝鷹乙３番２から

同市柿原字ハイタカ乙３番８地先まで
平成１４年７月２３日
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� イ�から�までに掲げる要件
� 直近の経営事項審査の結果通知書の総合評点が、

土木工事業において９００点以上の者であること。

� 過去１０年間に、ＮＡＴＭ工法によるトンネル工事

の元請（共同企業体の構成員である場合にあっては

、出資比率が２０パーセント以上である者に限る。）

としての施工実績を有する者であること。

� 次の要件をすべて満たす監理技術者を専任で配置

することができる者であること。

ａ イ�ａに掲げる要件
ｂ �に規定する工事の施工経験があること。

エ 各構成員の出資比率が、２０パーセント以上であるこ

と。

オ 有効期間が、次に定める期間であること。

� この公告の工事の契約の相手方となった場合は、

当該工事の請負代金の精算払を受けるまでの間

� この公告の工事の契約の相手方とならなかった場

合は、当該工事の契約の相手方が確定するまでの間

� 入札参加資格の確認

ア この一般競争入札に参加を希望する者は、愛媛県建

設工事共同企業体事務取扱要綱第１１条第１項の規定に

基づき、申請書を知事に提出し、入札参加資格の確認

を受けること。

イ 申請書は、持参して提出すること。郵送又は電送に

よるものは、受け付けない。

ウ 入札参加資格の確認の結果は、申請書を提出した者

（以下「申請者」という。）に対して、平成１４年８月

９日（金）までに、書面により通知する。

エ 申請書の受付

� 受付期間

平成１４年７月２３日（火）から８月２日（金）まで

の執務時間中（月曜日から金曜日までの午前８時３０

分から午後５時１５分までをいう。以下同じ。）

� 受付場所

愛媛県土木部土木管理課

〒７９０―８５７０

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

電話番号 （０８９）９４１―２１１１ 内線 ３４０７

オ その他

� 申請書の作成等に係る費用は、申請者の負担とす

る。

� 提出された申請書は、返却しない。

� 詳細は、入札説明書による。

� 入札参加資格が認められなかった者に対する理由の説

明

ア 入札参加資格を認められなかった者は、その理由に

ついて、知事に対して説明を求めることができる。

イ アの説明を求める場合には、その旨を記載した書面

を、平成１４年８月２０日（火）までの執務時間中に�エ
�に掲げる場所に持参して提出すること。郵送又は電
送による書面は、受け付けない。

ウ イの書面を提出した者に対する回答は、平成１４年８

月２３日（金）までに、書面により行う。

� 入札説明書の交付等

ア 交付期間

平成１４年７月２３日（火）から８月３０日（金）までの

執務時間中

イ 交付場所

�エ�に掲げる場所
ウ なお、設計書、図面及び仕様書については、アの交

付期間内において、入札説明書に定めるところにより

貸与する。

エ 入札説明書について質問がある場合は、質問事項を

記載した書面を次により持参して提出すること。郵送

又は電送による書面は、受け付けない。

� 提出期間

平成１４年７月２３日（火）から８月２６日（月）まで

の執務時間中

� 提出場所

�エ�に掲げる場所
オ エの質問に対する回答を記載した書面は、次のとお

り閲覧に供する。

� 閲覧期間

平成１４年８月２８日（水）から３０日（金）までの執

務時間中

� 閲覧場所

�エ�に掲げる場所
３ 入札及び開札


 入札及び開札の日時

平成１４年９月２日（月）午前９時３０分

� 入札及び開札の場所

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

愛媛県庁第一別館１１階会議室

� 入札書の提出方法

持参又は郵送により提出すること。電送による提出は

、認めない。

� 郵便による入札の取扱い

郵便による入札の場合は、入札書は、書留郵便により

、平成１４年８月３０日（金）午後５時１５分までに、２�エ
�に掲げる場所に必着のこと。

� 入札方法

ア 入札回数は、１回とする。

イ 落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に

当該金額の５パーセントに相当する額を加算した金額

（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数

金額を切り捨てるものとする。）をもって落札価格と

するので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課

税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積

もった契約金額の１０５分の１００に相当する金額を入札

書に記載すること。

ウ 予定価格を超える金額を記載した入札書を提出した

者に対しては、不誠実な行為として指名停止の措置を

行うことがある。

４ 契約締結後の技術提案

契約締結後、請負者は、設計図書に定める工事目的物の

機能、性能等を低下させることなく請負代金額を低減する

愛 媛 県 報平成１４年７月２３日 第１３７５号
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ことを可能とする施工方法等に係る設計図書の変更につい

て、発注者に提案することができる。

提案が適正と認められた場合には、設計図書を変更し、

必要があると認められる場合には請負代金額の変更を行う

ものとする。詳細は、特記仕様書等による。

５ その他


 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金及び契約保証金

ア 入札に際しては、入札金額の１００分の５以上の入札

保証金を納付しなければならない。ただし、愛媛県会

計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３７条の規定

に該当する者については、入札保証金の納付を免除す

ることがある。

イ 契約に際しては、契約金額の１０分の１以上の契約保

証金を納付しなければならない。ただし、利付国債の

提供又は金融機関の保証をもって契約保証金の納付に

代えることができる。また、履行保証保険契約の締結

を行い、又は公共工事履行保証証券による保証を付し

た場合は、契約保証金の納付を免除する。

� 工事費内訳書の提出

ア 入札に際し、入札書に記載される金額に対応した工

事費内訳書を提出するものとする（郵便による入札の

場合には、封かんした入札書と同封して送付すること

。）。

イ 工事費内訳書には、項目ごとに、少なくとも数量、

単価及び金額を記載すること。ただし、様式は、任意

とする。

ウ 工事費内訳書は、確認の後返却する。

エ 工事費内訳書は、参考図書として提出を求めるもの

であり、入札の効力及び契約上の権利義務に影響を与

えるものではない。

� 入札の無効等

ア 入札参加資格を有しない者及び入札参加確認申請に

おいて虚偽の申請を行った者の提出した入札書並びに

入札心得及び入札に関する条件に違反した者の提出し

た入札書は、無効とする。

イ 入札参加資格を有することを確認された者であって

も、入札時点において入札参加資格を失っているとき

は、その者の提出した入札書は、無効とする。

� 契約書作成の要否

要

� 落札者の決定方法

愛媛県会計規則第１３３条の規定に基づいて作成された

予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって入札を行っ

た者を落札者とする。ただし、落札者となるべき者の入

札価格によっては、その者により当該契約の内容に適合

した履行がされないこととなるおそれがあると認められ

るとき、又はその者と契約を締結することが公正な取引

の秩序を乱すこととなるおそれがあって著しく不適当で

あると認められるときは、予定価格の制限の範囲内の価

格をもって入札を行った他の者のうち最低価格をもって

入札を行った者を落札者とすることがある。

� 契約の成立

ア この公告の工事に係る請負契約は、地方自治法（昭

和２２年法律第６７号）第９６条第１項第５号の規定に基づ

く愛媛県議会の議決を得たときに成立する。

イ 落札者の決定後、請負契約の締結までの間において

、当該落札者が２
に掲げる要件のいずれかを満たさ
なくなった場合には、当該請負契約を締結しないこと

がある。

� 特定調達契約に係る競争入札等に参加する資格の審査

を受けていない者の参加

２
イ�の知事の審査を受けていない者で共同企業体
の構成員になろうとするものは、当該共同企業体に係る

申請書を提出するまでに、知事の審査を受けなければな

らない。

� 契約条項を示す場所及び問い合わせ先

愛媛県土木部土木管理課

〒７９０―８５７０

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

電話番号 （０８９）９４１―２１１１ 内線 ３４０７

� その他

詳細は、入札説明書による。

６ Summary

 Nature and quantity of the construction work to
be required：Construction work on the Hasei Tunnel（
National Highway Route１９７）

� Time limit of tender：９：３０ a．m．，２ September２００２
（tenders submitted by mail：５：１５ p．m．，３０ August
２００２）

� For further information，please contact：
Public Works Administration Division，Department of
Public Works，
Ehime Prefectural Government，４―４―２ Ichibancho，Mats
uyama，Ehime
７９０―８５７０ Japan TEL０８９―９４１―２１１１ Ext３４０７

教育委員会規則

�愛媛県教育委員会規則第１５号
技能労務職員の休日、休暇並びに勤務時間等に関する規則

の一部を改正する規則を次のように定める。

平成１４年７月２３日

愛媛県教育委員会

委員長 井 関 和 彦

技能労務職員の休日、休暇並びに勤務時間等に関する

規則の一部を改正する規則

技能労務職員の休日、休暇並びに勤務時間等に関する規則

（昭和２７年愛媛県教育委員会規則第１５号）の一部を次のよう

に改正する。

第９条の２の見出し中「病児看護」を「子の看護」に改め

、同条中「学校保健法施行規則（昭和３３年文部省令第１８号）

第１９条に規定する伝染病」を「負傷し、又は疾病」に改める

。

附 則
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８７２



この規則は、平成１４年８月１日から施行する。

選挙管理委員会告示

�愛媛県選挙管理委員会告示第２７号
公職選挙法施行令（昭和２５年政令第８９号）第５５条第２項及

び第３項第２号（他の法令において準用され、又は例による

こととされている場合を含む。）の規定により、次の施設を

不在者投票のできる施設として指定した。

平成１４年７月２３日

愛媛県選挙管理委員会

委員長 藤 山 薫

施設の種類 施設の名称 所 在 地

特別養護老人ホ
ーム

特別養護老人ホ
ームリーフガー
デンあさくら

越智郡朝倉村大字朝倉下乙１０
２－２

軽費老人ホーム
ケアハウスリー
フガーデンあさ
くら

越智郡朝倉村大字朝倉下乙１０
２－２

老人短期入所施
設

短期入所生活介
護リーフガーデ
ンあさくら

越智郡朝倉村大字朝倉下乙１０
２－２
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